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 平成 30・31年度の保険料率（案）について 
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均等割額          ４０,４００円 

所得割率             ７.９３％ 

１人当たり平均保険料年額 ７１,７１９円 

１ 保険料率算定の考え方 

①平成３０・３１年度の医療給付費等の費用の見込額、国県市町村負担金、後期高

齢者交付金等の収入の見込額に照らし、２年間を通じ財政の均衡を保つことがで

きるように保険料率を定めます。 

②保険料調整基金（剰余金）を活用し、保険料率の上昇を抑制します。 

③財政安定化基金は、本来の目的である「財政リスクの回避」に限り活用すること

とし、「保険料率の上昇抑制」には活用しないこととします。 

 

制度改正 

平成 30 年度の税制改正大綱に基づき、均等割額の軽減対象を拡充します。   

保険料率決定には影響しませんが、一人当たり保険料の算定には影響（負担を軽

減）します。 

 

 

平成 28・29 年度の保険料率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 30・31 年度保険料率の改定の主な要因について 
増加要因 

①後期高齢者負担率の引き上げ  １０.９９％⇒１１.１８％ 

※後期高齢者医療の費用負担に占める後期高齢者の保険料の割合 

②１人当たり医療給付費の増加   ＋０.８８％ 

 

 

抑制要因 

①診療報酬の改定   ▲１.19％ 

（内訳 診療報酬本体+0.55％ 薬価▲1.74％） 

②賦課限度額の引き上げ   ５７万円⇒６２万円
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２ 保険料率の算定方法 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

  

賦課総額（保険料収納必要額を予定収納率９９.２９％で除す） 

 

賦課総額の算出 

均等割総額と所得割総額に按分 

均等割総額 ÷ 被保険者総数 

 

所得割総額 ÷ 被保険者の旧ただし書き所得の総額 
※総所得金額等－基礎控除 33 万円 

 

均等割額 所得割額 

保険料収納必要額 

費用の見込額 

1.医療給付費等総額 

2.特別高額医療費共同事業

拠出金 

3.保健事業に要する費用

（健康診査・歯科健康診査） 

4.審査支払手数料 

5.葬祭費 

 

収入の見込額 

1.国庫負担金 （定率 3/12+高額医療費） 

県負担金  （定率 1/12+高額医療費） 

市町村負担金（定率 1/12） 

2.調整交付金 （1/12） 

3.後期高齢者交付金 

4.特別高額医療費共同事業交付金 

5.国庫補助金（健康診査・歯科健康診査） 

6.その他の収入(保険料滞納繰越分･第三者納付金) 

 
保険料調整基金の活用 

保険料収納必要額 ÷ 予定収納率９９.２９％ 

均等割総額：所得割総額 ＝ 1：所得係数 1.19240677834 
※本県１人当たりの所得額÷全国１人当たりの所得額 

４６ ： ５４ 

＝ 
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3 被保険者数の推計 
 
保険料率算定基礎となる 30・31年度の被保険者数は以下の数値を用いて推計しまし

た。 

 29年 4月 1日現在の県内 54市町村の 75歳以上の人口 

 29年 11月末現在の被保険者数 

 29年度から 31年度までに 75歳に到達する年齢（72歳から 74歳まで）の人口 

 上記データと対象年齢人口が１年間で変動した率を参考に被保険者数を推計した。 
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4 医療給付費等総額の推計 
 

医療機関で受診した時等の療養の給付に要する費用の額から一部負担金に相当する

費用を控除した療養給付費、療養費、高額療養費、高額介護合算療養費等の費用の総

額です。 

【医療給付費等総額の算定】＝（30年度１人当たり医療給付費×30年度平均被保険

者数）＋（31年度１人当たり医療給付費×31年度

平均被保険者数） 

 

高額療養費の自己負担額の見直しについて （概要） 

 高額療養費制度は、家計に対する医療費の自己負担が過重なものとならないよう、

医療機関の窓口において医療費の自己負担を支払っていただいた後、月ごとの自己負

担額を超える部分について、事後的に保険者から償還払いされる制度です。（入院の

場合や同一医療機関での外来の場合、医療機関の窓口での支払いを自己負担限度額ま

でにとどめる現物給付化の仕組みも導入されています。） 

 平成 30年 8月に現役並み所得区分については細分化した上で限度額を引き上げ、

一般区分については外来上限額の引き上げを行います。 

 
高額療養費制度改正による影響額（見込み） 
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5 均等割の 2割･5割軽減対象の拡大 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ２割軽減の拡大：軽減対象となる所得基準額を引き上げます。 

（現行） 基準額 33万円+49万円×被保険者数 【年金収入 266万円以下】 

（拡大） 基準額 33万円+50 万円×被保険者数 【年金収入 268万円以下】 

 

② ５割軽減の拡大：現在、２人世帯以上が対象であるが、単身世帯についても対象

とするとともに、軽減対象となる所得基準額を引き上げます。 

（現行） 基準額 33万円+27万円×(被保険者数－世帯主)【年金収入 222万円以下】 

（拡大） 基準額 33万円+27.5 万円× 被保険者数       【年金収入 223万円以下】 

 

 

30 年度(見込み)における 

5 割軽減対象者：63,528 人 

2 割軽減対象者：83,061 人 
30 年度(見込み)における 

5 割軽減対象者：64,969 人（1,441 人増） 

2 割軽減対象者：85,832 人（2,771 人増） 


